
これまでの検討の経緯と

今後の進め方について

平成30年9月11日

大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ

資料１



○大規模火山災害対策に係る検討（検討課題の提起）
【広域火山灰対策のあり方に関する検討課題】
・広域火山灰の監視・観測体制、関係機関や住民等への情報提供のあり方
・鉄道、道路、建物等における降灰処理作業における対応策
・広域火山灰による航空活動と経済活動等への被害の対応

火山防災対策の推進に係る検討会とりまとめ（平成２４年３月）

これまでの降灰対策の検討の流れ

全
国
の
火
山
に
関
す
る
国
の
検
討

大規模火山災害対策への提言（平成２５年５月、広域的な火山防災対策に係る検討会）
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大規模噴火による降灰の例

■ 1707年富士山宝永噴火

・16日間にわたり降灰が継続し、総噴出量約17億m3の火山灰が堆積

宝永噴火の降灰分布
富士山ハザードマップ検討委員会中間報告(2004)より抜粋

16日間

宝永噴火の噴出率の推移（宮地・小山2002）
噴出率：１時間あたりの噴出量

※総噴出量は噴出物の見かけ体積で表示した。

「大規模火山災害対策への提言」参考資料より



○噴火シナリオ
○降灰ドリルマップ、降灰可能性マップ
○宝永噴火と同等の噴火による被害想定

○大量火山灰の降下に備えた噴火時避難
・屋内退避または堅牢建物屋内退避

・生活への多大な影響が予想される住民について、降灰の
影響が及ばない地域への避難を検討

○交通対策

・航空機の安全運航確保（ヘリコプター等航空機の飛行の自
粛を要請する範囲の検討、航空路火山灰情報の発表等）

これまでの降灰対策の検討の流れ（富士山）

○火山灰・火山レキ等からの避難。降下物危険ゾーン、降下
物注意ゾーンの設定

○降灰時避難所の候補施設の選定
○降灰情報の提供、道路降灰除去、宅地降灰除去、最終処分

富士山ハザードマップ検討委員会報告書（平成１６年６月） 富士山火山広域防災対策検討会報告書（平成１７年７月）

富士山火山広域防災対策基本方針（平成１８年２月 中央防災会議決定）

○降灰対策
・降灰分布の把握、周知

・必要となる除灰用資機材、具体的な除灰方法、火山灰の一
時仮置き場・最終処分場や、最終処分方法等について検討
・道路除灰作業の方法等について検討

・民有地内の降灰除去は、各家庭及び各事業者による対応が
原則

富
士
山
に
関
す
る
検
討

○降灰からの避難

・ 影響想定範囲と避難対象エリア
・ 避難開始基準
・ 避難先
近隣の堅牢な建物への避難。その後、大量降灰によって
孤立もしくは通常生活が困難となるおそれがある場合は、
避難対象エリア外へ避難する可能性もあり、この場合は
溶岩流等からの避難先を準用。

・ 降灰前に避難を要する場合

富士山火山広域避難計画（平成２９年３月改定、富士山火山防災対策協議会）
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富士山
（宝永噴火）

新燃岳
（平成23年）

南海トラフ
（地震）

首都直下
地震（想定）

東南海・南海
地震（想定）

東海地震
（想定）

東日本
大震災

阪神・淡路
大震災

熊本地震 建設発生土
（平成７年）

17億m3

m32億6000万
8500万m3 9000万m3 m3 m3 m35500万 4600万 2200万

430万m3

富士山
（宝永噴火）

※単位は㎥で統一。東日本大
震災、阪神・淡路大震災、熊
本地震は重さ（ｔ）に1.5掛
けし、体積（㎥）へ概算した。

富士山の噴出量とその他の災害の災害廃棄物量等の比較（m3）
（m3）

新燃岳
（H23年）

南海トラフ
地震(想定)

首都直下
地震(想定)

東南海・南海
地震(想定)

東海地震
（想定）

東日本
大震災

阪神・淡路
大震災

熊本地震
（H28年）

建設発生土
（Ｈ7年）

2900万m3

4億5000万m3

噴火に伴う火山灰の噴出量

18億

15億

12億

9億

6億

3億

0

火山の噴出量

地震の災害廃棄物量

建設発生土
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大規模噴火時の広域降灰対策に関する検討（案）

大規模噴火時の降灰対策の課題

大規模火山災害対策の一つとして、富士山をモデルケースに、
首都圏を中心とした大規模噴火時の広域降灰への応急対策を検討

富士山に関する背景

○過去に首都圏等に大量の降灰をもたらした噴火として富士山に実績があり、過去の
噴火についての研究が進んでいる。

○平成１６年の富士山ハザードマップ検討委員会の被害想定は、宝永噴火の降灰分布

の実績から整理されており、風向・風速等によっては、同じ噴火規模であっても首都圏
等にとっては、より過酷となるケースもありうる。

○ 大規模噴火時に広域に堆積する降灰が、特に都市機能が集積した首都圏等において、インフラ施設、経済
活動や社会生活にどのような影響を及ぼすのかが明らかにできていない。

○ 主に遠隔地において、各主体が取るべき対応や、降灰除去機材の確保、除灰の優先順位、火山灰処分場の
確保、関係機関の連携等の考え方が整理されていない。

※火山周辺地域における対策は各火山防災協議会において検討され、観測・予測技術や研究開発の推進は別途実施さ
れていることを踏まえ、本ワーキンググループの検討は、主に遠隔地における降灰の応急対策を対象とする。

本ワーキンググループでは
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降灰状況の設定

被害の検討

対策の検討

考え方の整理

対策を検討するための降灰状況の設定

道路や鉄道、電気などの各分野で影響が発生する降灰
の条件を設定し、発生する被害を検討

想定した被害を軽減するための対策を検討

大規模噴火時の降灰対策の基本的な考え方

（これまでの検討に追加）

 降灰前・降灰中に実施することを検討するため、時系列での降灰状況
の変化を検討

（これまでの検討に追加）
 近年の噴火事例等の知見を追加
 最終的な厚さだけではなく、粒径の条件も加えて検討

 応急対応として各主体がとるべき行動
 除灰・火山灰処分場確保等の考え方

検討の流れ（案）

概ね１年程度をかけて検討・とりまとめ

とりまとめの内容を踏まえ、施設管理者等の各主体において、防災計画や事業継続計画に反映
6



7

（参考）大規模噴火の規模のイメージ 「大規模火山災害対策への提言」参考資料より

総噴出量(m3)

巨大噴火（大型のカルデラを形成）

大規模噴火

年
代

1億m3 10億m3 100億m3 1,000億m3 5,000億m3

2000年

1900年

1800年

1700年

1600年

100,000年前

10,000年前

7,300年前鬼界
（1,700億m3）

25,000年前姶良
（4,500億m3）

1739年樽前山
（40億m3）

1640年北海道駒ヶ岳
（29億m3）

1667年樽前山
（28億m3）

1663年有珠山
（27.8億m3）

1694年北海道駒ヶ岳
（3.6億m3）

1707年富士山
（宝永）（17億m3）

1741年渡島大島
（1.1億m3） 1777年伊豆大島

（3億m3）

1783年浅間山
（天明）（7.3億m3）

2000年三宅島
（0.16億m3）

1914年桜島（大正）
（21億m3）

1944年有珠山
（1.1億m3） 1929年北海道駒ヶ岳

（3.4億m3）

1853年有珠山
（3.5億m3）

2011年霧島山（新燃岳）
（0.2億m3）

2000年有珠山
（0.009億m3）

：巨大噴火（大型のカルデラを形成）
：大規模噴火
：規模は小さいが、

被害が大きい噴火
：中小規模噴火

凡 例

2010年

～～
90,000年前阿蘇山

（6,000億m3）

7,000年前摩周
（186億m3）

1792年雲仙岳
（3.6億m3）

1,000年前

～～
915年十和田
（65億m3）

30,000年前屈斜路
（1,000億m3）

40,000年前支笏
（2,000億m3）

110,000年前洞爺
（1,700億m3）

110,000年前阿多
（3,000億m3）

1990～1995年雲仙岳
（2.7億m3）

1108年浅間山
（天仁）（14億m3）

※総噴出量は噴出物の見かけ体積で表示した。

1769年有珠山
（1.1億m3）



富士山火山防災マップ（H16.6）より抜粋

（参考）富士山火山ハザードマップにおける火山灰の記述
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富士山の噴火によって影響の及ぶ可能性のある地域を対象に、富士山火山防災対策として国、都県、市町村等がとるべき方針を定めたもの。

第三章 応急・復旧対策 ２．降灰対策

○ 国、県、市区町村は、協力して降灰量の測定を行い、降灰分布を把握するとともに、降灰状況を住民等へ周知する。また、地方気象台等から
降灰に関わる風向・風速情報を収集し、報道機関の協力を得て、住民等へ周知する。

○ 国、県、市区町村は、あらかじめ、必要となる除灰用資機材、具体的な除灰方法、火山灰の一時仮置き場・最終処分場や、最終処分方法等に
ついて検討し、その結果を基に、道路管理者は、道路除灰作業の方法等について検討する。なお、降灰の範囲や量が大きく、除灰資機材の確
保や作業方針の調整等が必要な場合には、合同現地対策本部において、道路除灰作業の実施方針を決定する。

○ 民有地内の降灰除去は、各家庭及び各事業者による対応を原則とする。
○ 各家庭から排出された灰の回収は、市区町村が実施し、各事業者から排出された灰については、一時仮置き場への搬入までを事業者の責任
において実施する。

○ 国、県、市区町村は、農地や森林をはじめとする道路・宅地以外への降灰状況についても把握し、対応方法を決定する。また、農地や森林に
火山灰が堆積した場合の農作物や樹木に対する影響調査を実施する。

第二章広域避難体制の確立 ２．噴火時避難対策
（５）大量火山灰の降下に備えた噴火時避難
①対象範囲

降下物注意ゾーンを降下物注意範囲として、屋内退避の呼びかけを行う。また、降下物危険ゾーンを降下物危険範囲として、堅牢建物屋内退
避の呼びかけを行う。

②避難先・避難方法
近隣に堅固な建物がない地域については、最寄りの地区の堅固な建物を避難先とする。
避難方法は、原則として徒歩とする。ただし、近隣に堅固な建物がない地域については、自家用車等により早めに避難する。
合同現地対策本部は、大量の火山灰降下による生活への多大な影響が予想される住民について、降灰の影響が及ばない地域への避難を検討する。

③実施体制
○情報伝達・広報

市町村は、防災行政無線、広報車の巡回等により、屋内退避及び堅牢建物屋内退避の広報を行う。県は、地元報道機関に対し、屋内退避及
び堅牢建物屋内退避に関する報道を依頼する。

○避難者の受入れ
市町村は、あらかじめ選定した小中学校や公民館等のうち堅牢な建物を降灰時避難所として開設する。

市町村は、大量降灰が突発的に発生した場合に、選定した降灰時避難所に、住民等が迅速に避難することが可能となるよう、施設管理者及
び自主防災組織等と協議し、あらかじめ管理方法について定める。また、合同現地対策本部において大量降灰地域外への避難が必要である
と判断された場合は、降灰時避難所に避難している住民等を大量降灰地域外の避難所へ誘導する。

○輸送手段・輸送路の確保
輸送手段、輸送路の確保については、溶岩流の流下に備えた噴火時避難と同様とする。

（参考）富士山火山広域防災対策基本方針（中央防災会議、平成18年２月）
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第２編第２章２．火山現象別の避難の考え方 ２－３ 降灰、小さな噴石
２－３－１ 降灰
降灰とは、噴火によって火口から空中に噴出された火山灰（直径２mm 以下）が地表に降下する現象である。

(1) 影響想定範囲と避難対象エリア
降灰の影響想定範囲は、「富士山ハザードマップ検討委員会報告書」による降灰可能性マップで２cm 以上の降灰堆積深が想定される範囲とする

（図12）。可能性マップは、宝永規模の噴火が発生した場合の月別降灰堆積深分布図（ドリルマップ）を12 ヶ月分重ね合わせたものである。
避難対象エリアは、噴火の可能性が高まった時点で、降灰が30cm 以上堆積すると想定される範囲を、気象庁が予め実施したシミュレーション結

果を基に、風向等の気象条件等を加味して決定する（図12、表10）。なお、30cm 以上降灰が堆積すると、降雨時に木造家屋が倒壊する可能性があ
るとされている。
また、降灰は実際の風向や風力等の影響によりシミュレーション結果と大きく異なることも考えられるため、噴火開始後に火山灰が降下した地域に

おいて降灰量の観測を行い、その結果降灰堆積深が30cm 以上となることが予想される地域も避難対象エリアに含める。
さらに、気象庁が噴煙等の観測結果を基にリアルタイムで実施するシミュレーション結果も参考にする。
なお、噴火開始直後は、噴火規模や噴火形態がすぐに把握できないため、降灰の範囲や量の予測が困難である。よって、噴火開始直後の対応は

降灰可能性マップを用いることとし、これにより避難準備または屋内退避準備とする。

(2) 避難開始基準
降灰により生命にすぐ危険が及ぶことはないため、事前避難の必要性は低いが、時間当たりの堆積量や継続時間の予測は困難であるので、噴

火開始直後に避難準備または屋内退避準備とし、降灰が確認された地域では速やかに堅牢な建物への避難または自宅等への屋内退避とする。

(3) 避難先
避難先は、降灰に耐える近隣の堅牢な建物（避難対象エリア内）とし、

具体的な建物の選定にあたっては、堅牢な建物に関する検討結果等を
参考にする。このため、基本的には同一市町村内での避難となり、市町
村外への広域的な避難は想定しない。ただし、堅牢な建物への避難後
、大量降灰によって孤立もしくは通常生活が困難となるおそれがある場
合は、避難対象エリア外へ避難する可能性もあり、この場合は溶岩流
等からの避難先を準用する。
降灰堆積深が30cm 未満の場合は、降灰によって建物被害を受ける

おそれが少ないため、自宅や最寄りの建物への屋内退避とする。

(4) 降灰前に避難を要する場合
大量の降灰により、避難経路が閉ざされ孤立する可能性がある地域に
ついては、降灰前に避難対象エリア外へ避難する。

（参考）富士山火山広域避難計画（平成29年3月改定）
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